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はじめに









































て，中村達也「オーストラリア ADR事情（ 1） ─  （ 6）」JCAジャーナル56巻
11号76頁，同12号58頁，57巻 1号76頁，同 2号68頁，同 3号84頁，同 4号68
頁（2009─2010年）がある。
（ 2）　オーストラリアの ADRにおける各種用語の定義については，NATIONAL 































BONIFACE, MIIKO KUMAR & MICHAEL LEGG, PRINCIPLES OF CIVIL PROCEDURE IN NEW 
SO U T H WA L E S 204 （2 n d e d . 2012 . T h o m s o n R e u t e r s）, TA N I A SO U R D I N , 
ALTERNATIVE DISPUTE RESOLUTION 2 （4th ed. 2012. Thomson Reuters）.
（ 4）　See LAURENCE BOULLE, MEDIATION PRINCIPLES, PROCESS, PRACTICE 12 （3rd ed. 
2010. Lexis Nexis）, SONYA WILLIS, CIVIL PROCEDURE 413 （2012. Palgrave 
Macmillan）, BONIFACE, KUMAR & LEGG, supra note 3, at 220, SOURDIN, supra note 

























の行政機関として「地域司法センター（Community Justice Centres）」（ 以下
「CJC」と略記する。）の試験運用を1980年に開始し，1983年に同機関を正式に
設立した。これがオーストラリアで初めて設立された行政型 ADR機関であ
（ 5）　オーストラリアにおける ADRの発展の経過については PETER CONDLIFFE, 
CONFLICT MANAGEMENT: A PRACTICAL GUIDE 114 （4th ed. 2012. Leis Nexis）, 
BOULLE, supra note 4, at 349, SOURDIN, supra note 3, at 7.
（ 6）　BONIFACE, KUMAR & LEGG, supra note 3, at 9, BERNARD CAIRNS, AUSTRALIAN CIVIL 
PROCEDURE 49 （10th ed. 2014. Thomson Reuters）. NSW州最高裁判所トーマ
ス・バサースト長官（Thomas Bathurst）の民事訴訟法10周年記念講演




（ 7）　BONIFACE, KUMAR & LEGG, supra note 3, at 12, DAVID SPENCER & SAMANTHA 









　次に，当時の NSW州最高裁判所（Supreme Court of New South Wales）長
官であったローレンス・ストリート判事（Sir Laurence Street）の主導により，
商事紛争に関する ADRを社会に普及させることを目的として，調停人の育成
や選任のサポート等を実施する ADR提供機関（mediation provider organisation）





によって組織された ADR提供機関として「法律家 ADR協会（Lawyers 







（ 8）　See BOULLE, supra note 4, at 355.
（ 9）　LAW REFORM COMMISSION REPORT ON COMMUNITY JUSTICE CENTRES, REPORT 106 
（2005） ［http://www.cjc.justice.nsw.gov.au/Documents/report_106.pdf］, at 3, 
SOURDIN, supra note 3, at 19, SIR LAURENCE STREET, Mediation and the Judicial 
Institution, 71 AUSTRALIAN LAW JOURNAL 794 （1997）.
（10）　現在は法律家以外の専門家の関与が増えているためこの意味では使われて
いない。2014年に同じく ADR提供機関である「オーストラリア仲裁人・調
停人協会（Institute of Arbitorators and Mediators Australia; IAMA）」と統合
し，「LEADR & IAMA」になった。
























































（15）　See SOURDIN, supra note 3, at 467, BOULLE, supra note 4, at 455, SPENCER & 




（16）　SPENCER & HARDY, supra note 7, at 907. なお，バリスターや元裁判官が調停
人として活動する場合はこれらの認証を受けていない場合も多いという。
（17）　SOURDIN, supra note 3, at 472.




（Australian Branch of the Chartered Institute of Arbitrators; CIArb）やオース






























development─2/mediat ion─tra ining─and─accreditat ion/mediat ion─
























（22）　See COMMUNITY JUSTICE CENTRES, YEAR IN REVIEW REPORT 2010/2011 ［http://
www.cjc.justice.nsw.gov.au/Documents/year_in_review_2010─2011_










































































（29）　See BOULLE, supra note 4, at 332, WILLIS, supra note4, at 409. 弁護士が代理人
となる場合，適切な調停人を探すことも法的サービスの一部という話である。
（30）　これらの機能は元々ADCの上位機関として2010年に設立されたオースト







































































あることについては，SOURDIN, supra note 3, at 78, 93.
（37）　非法律家の調停人に対する面談調査の結果に基づく。
















政・機会均等部（Administrative and Equal Opportunity Division）」（なお，「機
会均等に関する事件」とは，年齢や性別，人種等の差別に対する行政的な保護
の申立てに関する事件を意味する。），「消費者・商事部（Consumer and 









借地借家審判所（Consumer, Trader and Tenancy Tribunal）が例として挙げ
られる。
（41）　以上につき，WILLIS, supra note 4, at 426.







　ア　消費者・商事部は，従前の 「消費者・商人・借地借家審判所 （Consumer, 
Trader and Tenancy Tribunal）」を母体とする部署で，不動産の賃貸，商品や

























（45）　2015年 5月現在の申立費用は 1万豪ドル以下の請求であれば38豪ドル， 1
万豪ドルを超えるけれども 3万豪ドル以下の請求であれば78豪ドル， 3万豪
ドルを超える請求であれば202豪ドルである。NCAT内で ADRを利用した
場合であっても基本的に追加費用が発生することはない（see NCAT, supra 
































































（49）　家族法紛争解決実施者規則（Family Law Dispute Resolution Practitioners 
Regulations 2008）に定められた基準に基づき，家族紛争解決に関する学位
や NMASの認証を得た調停人が，連邦政府から個別に認証を受ける。






























































































所法（Federal Court of Australia Act 1976）53A条参照。
（53）　裁判所付設型調停の具体的な運用につき，NSW最高裁判所の総則的運用
指針 6号（General Practice Note 6 2005），NSW州地方裁判所の民事運用指


























ら，依然として伝統的な立場に対する支持が根強い。See BOULLE, supra note 




































（60）　SPENCER & HARDY, supra note 7, at 857.































































See WILLIS, supra note 4, at 269.




（68）　民事訴訟規則（Civil Procedure Regulation 2012）別表 1訴訟費用参照。ヒ
アリングを実施するための費用として2053豪ドル（会社の場合4692豪ドル）
がかかり，ヒアリングの 2～ 4日目につき 1日あたり818豪ドル（会社の場
合1877豪ドル）， 5～ 9日目につき 1日あたり1315豪ドル（会社の場合3260
豪ドル），10日以降につき 1日あたり2647豪ドル（会社の場合6433豪ドル）
かかる。
（69）　WILLIS, supra note 4, at 379.
（70）　NSW州民事訴訟統一規則（Uniform Civil Procedure Rules 2005）42.13条
～42.17条参照。



























v. Calderbank, ［1975］ 3 All E. R. 333 （EWCA）
（72）　PATRICIA BERGIN, The Global Trend in Mediation; Confidentiality; and 
Mediation in Complex Commercial Disputes─an Australian Perspective, in 
Mediate First for a Win─Win Solution in CONFERENCE 2014: Department of 




























（74）　以下の記述は PATRICIA BERGIN, The new regime of practice in the equity 
division of the supreme court of NSW, JUDICIAL REVIEW: Selected Conference 
Papers: Journal of the Judicial Commission of New South Wales, Vol. 11, No. 4 
（2014）, at 399，BERGIN, supra note 72に基づく。パトリシア・バーゲン判事
（Patricia Bergin。NSW州最高裁判所エクイティ部主席判事）は NSW州最
高裁判所の Discoveryに関する新たな運用指針の発案者である。
































用指針 4号〔Common Law Practice Note 4 2014〕）においては，当該紛争の
真の争点の解決に必要な場合に限ってディスカヴァリを発令する旨の定めが
ある（17 （b） 条）。






























（79）　THE DISTRICT COURT OF NEW SOUTH WALES, ANNUAL REVIEW 2013 ［http://www.
districtcourt.justice.nsw.gov.au/Documents/2013％20District％20Court％
20Annual％20Review.pdf］, at 16, 18. ただし，NSW州地方裁判所で裁判所付
設型調停の件数が少ない理由としては，調停人として認証を受けたレジスト
ラーの人的資源が足りない点が大きい。
（80）　NSW州最高裁判所の裁判官や調停を専門としているバリスター，ソリシ
ターとの面談調査の他，実際に傍聴した民事訴訟事件の進行内容に基づく。
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意が必要になるものの，これらの調停人が当該事案の証拠を評価し，判決の見
通しや解決の方向性について意見を述べることによって和解を促進することも
しばしば見られるという。促進型モデルとしての調停の本来的な手法からする
と，このような取扱いは「評価型調停」として柔軟にその手法をアレンジして
いる側面があると考えられる（81）。
　ただし，これら権威のある法律家が調停人となる場合であっても，各当事者
（その代理人）は必ずしも当該訴訟が判決になった場合の見通しや解決案につ
いて具体的な助言を得ること自体を目的として調停に臨むわけではないようで
ある。著者の傍聴経験からすれば，これらの調停においても，他の（法律家が
関与する）調停と同様に，各代理人弁護士は当該訴訟の証拠評価に基づき積極
的に議論を交わしながら自ら和解案を検討・提案して交渉を主導する（実際，
調停人が和解案の内容そのものを提案することはほとんど見られない。）。
　この点について，著者が傍聴した調停事件を担当した弁護士は，「元裁判官
やシニア・バリスターの調停人の中には調停の冒頭から自らの証拠評価や判決
となった場合の見通しを説明し，解決の方向性を誘導する者がいないわけでは
ない。しかし，我々が調停人に期待することは必ずしもこのような関与ではな
く，専門的な知見及び豊富な実務経験に基づいて交渉状況を含めた当該紛争の
本質を適切に理解され，公正で求心力のある進行管理の下，我々の検討状況に
柔軟に対応しながら双方向の議論ができることである。」と語っていた。オー
ストラリアにおける伝統的な当事者対抗主義に基づく実務観が依然として根強
いことが伺われ，民事訴訟改革の潮流にあってもこのような法文化は変わらな
いようである。そして，当該調停を担当したシニア・バリスターは，「今回の
調停は双方の代理人弁護士の交渉態度により，調停人の関与は最小限のものと
なった。」と調停が終わった後に語っていた。元裁判官やシニア・バリスター
等の調停人が紛争解決にどのように作用するかは事案の性質，当事者及び代理
人弁護士の交渉態度との相互作用によって定まるものであるが，仮に何らかの
助言を含んだとしても，多くの場合，調停人の作用は当事者同士の主体的な話
合いを促進するという理念から外れていないのではないかと感じられる。
（81）　この点に関するスタンスは弁護士や調停人によって異なるが，促進型モデ
ルを貫徹するだけではなく，調停人が事案の性質に応じて柔軟に助言をする
のは合理的であるという意見を述べる裁判官，法律実務家は多数であった。
外国民事訴訟法研究（45）　　185
結びに代えて
　冒頭で述べたとおり，本調査は NSW州の調停実務に対する理解を深めるこ
とを目的としたものであり，本稿は，比較法的な分析や政策的な提言を提供す
るものではないし，同州の調停や ADRの全てを網羅的に紹介するものでもな
い。もっとも，オーストラリア・NSW州における調停というモデルの特徴や
その発展経過を理解すること，また，各種の調停（斡旋）手続が対象とする事
件の性質と手続内容との相関関係を概観することは，我が国において民事紛争
の解決の在り方を議論する上でも様々な視座を提供するものである。
　まず，本稿で概観したとおり，裁判所の外で紛争解決を試みる場合と民事訴
訟で事件が調停に付された場合のいずれについても，多様な紛争解決手段のメ
ニューがあり，紛争の当事者は，当該紛争の性質，サービスの費用対効果，調
停人の専門性等の様々な観点から，事案の性質に適した調停手続をアレンジす
ることができるようになっている。著者の留学経験に照らすと，このように多
様な紛争解決手段が発達した背景にはオーストラリアの多文化主義社会の構造
的な要因があると感じられるところであるが，かかる実情は調停を利用する紛
争当事者が手続選択の段階においても積極的な自己決定をする基盤になってい
ると見ることができるほか，各種の調停サービスの特徴を見ることで紛争の類
型毎にどのようなアプローチが有効かという体系的構造を観察することもでき
る。
　また，調停全体に共通する特徴として，調停人の認証基準や育成制度を通じ
て調停人の中立性に関する職業倫理や実践的な手法が体系化されており，和解
の内容を検討する過程においても各当事者が主体的に交渉に臨み，調停人との
間の実効的な相互作用から最終的な解決案が導かれる構造があることに注意を
払いたい。この点については，調停の制度的発展に加え，民事訴訟実務におけ
る伝統的な当事者対抗主義に根差した法文化も大きな要因の一つになっている
と考えられる。
　そして，我が国の社会的構造や法文化はオーストラリアのそれとは当然異な
るものの，我が国の法曹にとっても，今後ますます多様化する民事紛争の潮流
の中で事案の本質や当事者の真意に根差した協議の在り方を模索する上で，紛
争解決手段の一つの体系としてオーストラリアにおける調停の考え方や技法の
一部を共有し，活用していくことには大きな意義があるのではないかと考え
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る。
【付記】
　本稿は，比較法研究所・共同研究「外国民事訴訟法研究」（代表者・加藤哲夫）
の一環として，去る2015年11月28日に開催された早稲田大学民事手続判例研究会
における著者の報告を内容とする論稿である。本稿の比較法への掲載及び公表に
つき，著者は，同研究会会員である杉本和士・千葉大学准教授及び同研究会代
表・加藤の監修を得たことを付記する。 【加藤哲夫記】
